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0農政第 311号

平成 10年 2月 12日

長崎県農業会議会長

各農業委員会会長

各 関 係 町 長 様

各振興局 。支庁長

長崎県農林部長

農地転用許可お請に当たって添付を求めている「隣接農地?
所有者の回意書」及び法人の「役員会等の議事録の写レ」の

取扱いにらぃて

このことについて、本県においては、昭和62年 4月 1日付62｀農政第120号本職通知
「農地転用の許可事務を処理するに当たつて注意すべき事項にらぃて」により、申請11当た

り丁隣接農地め所有者の同意書」の添付を、また、法人の申請に当たっては、「役員会等の

議事録の写し」の添付を求めているところですが、当該添付書類につきましては(農林水産

省構造改善局より、申請者に過分の魚担を課すものとして下律添付を求めないよう指導を受

けております。                                .
つきましては、今後、

「
標記の事項については、下記のとおう取扱うことにしましたので、御

了知あ上(適切な事務処理をお願v、します。                 i
なお、長崎県行政書士会⌒は、別添写しのとおり通知済ですので申し添えます。    「

1:同意書の取扱い   :              :  
｀
|         :

原貝Jと して添付々廃止し1代賛措置として転用事業者の被害防除計画を正確に把握す
るた

め、別添様式の被害防除計画書を添付 |せゃ
こととする。

!

なお、農業委員会が特に必要があると認ゆる場合については、同意書の添付を求めること

ができる.ものとする。

21法人申請時における役員会等の議事録の写しの取扱い

原則として添付を廃止ど

なお、法人が財産を取得し、処分する場合に、法令、定款t寄付行為でその取得又は処分

に関して特別あ定めがある場合にあいては、役員会等の議事録の写しの添付を求めること

ができるものとする。

む: 適用開始時期 |                :
平成二0年 3月、農業委員会受付分より適用するものとする。
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9農 政第 311号
平成 19年 2月 12日

長崎県農業会議会長

各農業委員会会長

各 関 係 町 長 様
各振 興 局 。支 庁

長崎県農林部農政課長

隣接農地の所有者等の同意書の取り扱いについて

こあことについては、平成 16年 2戸 12日付け0農政第 911号にて通知したところであ

りますが、取り扱いについては、下記によりお願いします。

記

11同意書め添付は、原員Jと して求めなぃ。

国の通達に基づき、同意書の
工律添付を求めないこととする。

2.!例外的に同意書を求める場合とその武忘   i  :
農巣委員会において、転角目的(周甲の林沈等により隣接農地

への著しい影響が生じ、

(被害の発生)、 ♭導接農地の所有者等と紛争が生じる恐れがあると判断し々 場合はⅢ例

外的に同意書の添付を求めるこ|ができる。i     ・           :
(武忘)     を|    ;               :   !   :
0 事業者に同意青を求ゅる理申:等を十分に説明した上で、同意書の添付を求めるb  ;
② 事業者が指導に応ぜず、同意書を提出しない場合でもtそのことを理由〔審査を拒否
i  できないこととする。●

3.被害防除計画書の添付について
    1画を正確た把握するために、原則として添付同意書廃上の代替措資として、被害賄除言

させる。  i              ―

なお、転用目的や周囲の状況にょり被害発生あ恐れがないと判断できる場合や、被害発

生め恐れがあらても、農1也転用許可申請書の被害防除施設の記載で判断できる場合などは、

添付を求める必要はない。

41隣接農地所有者等今の情報の提供について        |        :
.稜自紛争が生じた場合は、事業者自うが相隣関係に基づいて当事者間の紛争を処理する

こととなるので、紛争防止のためにも、事業者において、レ手
▼陵農地所有者等に転用目的、

事業内容、転角時期等の情報を提供し、協議を十分に行うよう指導をする。

なお、これに関連して、用排水、被害「ノ与際等に関する基準、許可後における申請者の責

任について王十分に周知するため、別督|「農地転用許可申請者の皆さん⌒」を申請者
に

配布していただきたい。
|               .        ｀
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29農地活第2● 里号、

平肝完3Q争 写Л ?日 ド

各議町農業委員会事務局長 :  蝶

1.通知選付先

景ll蒔界農弾型鍾担準準傘長

il 甲気事業者
た華ず行う挙叢,事纂手イ乍

物等だかかる農通転用等の取扱いにつし`て(燥知)

とあことについて〔平成20年 11月 7れぃ

とるでみ、畿崇警燕梯定議辟
った事業者に醸定6)に対して、取扱いにかア

ましたあお、:ぉ知らをじます。つきまして1ます暫該事業者に対|てぜ幣導手ⅢIだき事すよ

う:お願ぃぃますと     す.        : i     l・  i ! :■ :

①電気事業者:み Jザilil電ノJ株式会社 11.    ●  ● :
②認定電気導信事業者 :■つDI藤式会社(シンドバラタ株撫会社

ガ?取十及内容ら詳細    ■
翔縮 |およ弾1績Йのとゃり|

1靱斃飛解粟墓絶遂工作坊基を装置手るI事らたよ亀蒐
どョますi,10ユ・場や車面置場等

として媒用する努合には、
,す

4.取扱いう適用器、  ' 生  !
市口I‐農業委員会事務局令,届出の受付が平成EC午 4月

'I日

以降の集僻より瀬用すると



平成30年 21月 ,日通知
長崎民農舶利活用推進室「

i      !醇
の電気工棒鬱奉め設置電気事業者が行う善電。月          に伴う洪地転用にっいて

1.転用許可が不要なれ譲等について 1  手      i  :、 :

電気事業者が1農とl色法施行規員lJ第 ?9条第 1'号|たⅢ印騨 H申 余第11,F

規定する施調を誠置する■あと1農地を採用すゃ場合い農.l隆法?守亨燃T要 ||

五 :理尊筆菫聾挫基盤勉輩←ちt,て :)こ
とi上誼1た亀げ

｀
二抜舞め亀設挙を'電気事業者が設置する施謝等であ=
| :  f

例えば、上記施設等の設置にあたり、農地を工事期商内だ,チ資材置場と,て

利用する場合 Υ呼用後、痔ナ也と|て復尭)は農ナ
′と転用 (■ H寺転用)許可が必要

をなると !.| :    :     !
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鵜 羅線選
誌走電気通信事業者が行,中僻施設鐸の設置呼伴う農地構用にもぃて

i転脚詞 が不要な施設等について
言艤
j?余
第16号また晶 装節:j:典第

二確最轟異勇最轟轟発電こ督撃雪菅冒て豊煽必転癖手登場合は農地法の詳可ⅢT

い1

楽粋魏巖ゑ競五
'    
嘘ォ靴

Tが鑑諦ど鳥鵡 、1蕗翻繰銘経勢巧. . _■  .
,:     にマ予T基

れ :ってよ亀 三洗 浄な効あ認定電気連信事業者が設置す々 獅3                 .
i:

ヶlJぇば、上記施設等,弾置嘩ヵ■り,農地を
=事
期間内ぞけ資材置場

=し

て

不11用する場合―(不u甲後、1農担として写元)は農地犠用
|(■時犠用

'諄

可が必要

|をなると            i          l ‐   、



２農地活第１３２号

令和２年１１月２６日

管内市町農業委員会長 様

長崎県農地利活用推進長

（ 公 印 省 略 ）

認定電気通信事業者の行う中継施設等の設置に伴う

農地転用の取扱いについて（通知）

このことについて、九州農政局農村計画課長から技術的助言及び管内市町農

業委員会等への伝達依頼がありましたのでお知らせします。

今般、別添１の令和２年地方分権改革にかかる提案事項の整理の結果、総務

省から別添２の令和２年１１月１３日付け総基事第 228 号 総合通信基盤局電

気通信事業部事業政策課制度係長名事務連絡が発出されたところです。

標記の件については、当県においては平成３０年２月９日付け２９農地活第

２０２号の別紙１のとおり、電気事業者及び認定電気事業者に対して、転用許

可が不要な施設等についても、農業委員会へ事前に別添３の届出書を提出し、

農業上の土地利用調整を行っていただくようお願いしております。

つきましては、土地改良事業への支障や周辺農地における農業への支障の未

然防止を徹底するため、当県は従前通りの事務取扱いを行いますので、農業委

員会におかれましては、引き続き関係事業者への助言指導にご高配賜りますよ

うお願いいたします。

なお、関係事業者及び貴市町農林関係課への周知についても、ご協力賜りま

すよう併せてお願いいたします。
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農地転用許可不要案件届出書 

 

長崎県知事        様 

  年  月  日 

住 所 

氏 名                

 

 

 農地法第４条第１項第８号（農地法施行規則第２９条第１項第１７号）及び農地法第５条第１項

第７号（農地法施行規則第５３条第１項第１５号）に規定する農地転用許可不要案件について下記

のとおり転用したいので、届けます。 

 

記 

 

１．事業の名称         

２．事業の目的          

３．事業計画の概要 

 （１）施工面積            ㎡ 

 （２）施工の時期      県の受理日 ～         年  月  日 

 （３）計画地に関する施設の種類、数量          柱、  本 

 （４）転用しようとする事由の詳細 

 

４．計画地の概要 

 （１）所  在                    の一部 

 （２）面  積         ㎡ 

 （３）所 有 者   住所（               ） 氏名（      ） 

 （４）権利形態   （      ）※例）賃借権、使用貸借等 

田（㎡） 畑（㎡） 小計（㎡） 採草放牧地 その他 合計（㎡） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

５．農業振興地域の整備に関する法律との調整 

 （１）農振農用地区域の該当の有無        有  ・  無 

 （２）（１）が該当する場合の手続状況 

 

６．添付書類（原本１部・写１部） 

 （１）位置図  （２）付近見取図（ゼンリン地図等）  （３）字図  （４）現況写真 

 （５）事業概要図  （６）配置図（平面図）  （７）登記簿謄本（写し） 

 （８）電気通信事業認定証（写し） 

 

※記載要領：知事名を追記のうえ、日付は元号を用い、法令は報告時の条項を適用すること。 
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